
Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,338 0 合計 1,338,312 円
需用費 39,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 1,155,712 円
使用料及び賃借料 143,000 円

一般財源 0 0 1,338 0

職員人件費　② 0 0 5,981 0

総事業費（①＋②） 0 0 7,319 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 行政経営
施策体系

和

施策の内容 健全な財政

３

運営

目
　
　
　
的

　市県

年

民税申告及び所得税の

度

確定申告の受付

主
た
る

評

内
容

〇オンライン予約

価

システムの整備
につい

）

て、事前予約制を導入

刈

することにより 〇電話

谷

予約受付体制の整備
来

市

場者の待ち時間の短縮

事

及び会場の混雑緩和
を

務

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令 所得税法、

業

地方税法、刈谷市税条

評

例

対象者 申告義務者 事

価

業期間 令和３年度 ～ 令

シ

和３年度

実施方法 ■直

ー

営　□委託　□指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度実績 ４

総

年度計画

　 　 ・オンラ

務

イン予約システム及 　

部

　 　 　び電話予約受付

一

体制の整備 　
　 　 　
　

般

　 　
　　　―――――

会

―― 　　　―――――

計

―― 　　　―――――

申

――

　下記のとおり事

告

前予約をしてもらうこ

受

とで、申告会場におけ

付

る密を回避し、待ち時

予

間が短縮したことによ

約

る市民サービ

成果
スの

シ

向上につなげた。

予約

ス

件数　　電話予約　2

テ

,350件　ネット予

ム

約　1,510件

　予

導

約電話が予約開始初日

入

に集中し、回線数不足

事

により、つながりにく

業

い状況が続いてしまっ

担

たため、今回の実績を

当

考慮

し、必要とする回

課

線数や受付体制を見直

税

していく必要がある。

務

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

元年度 ２

款

年度 ３年度 ４年度 ６年

項

度

成果 オンライン予約

目

件数（件） ー ー 1,5

担

10 2,000
指標
成

当

果 電話予約件数（件）

係

ー ー 2,350 2,0

市

00
指標

　事前予約制

民

を導入している市町村

税

は県内でも少なく、ネ

係

ット予約が可能な市町

2

村は近隣においてはな

2

い。
他市との
比較検証
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法的必須業務で

令

はないが、コロナ禍に

和

おいて考えるべき
・法

４

的業務
高い

新しい様式

年

での受付体制として、

度

会場内で密を作らない

（

こ
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 とは必須で

和

あり、来場者から待ち

３

時間が短縮されたこと

年

の
・市民生活上必要で

度

ある　など メリットか

評

ら継続を望む声が多く

価

あった。

　初年度は見

）

込みによる人員配置と

刈

していたが、傾向を分

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
普通

析すること

事

で過不足のない、より

務

適正な人員配置とする

事

必
効率性 ・執行体制の

業

効率性 要がある。
・手

評

段の最適性　など

　市

価

が主体となる申告会場

シ

の設営は必要であるが

ー

、新型コ
・市が主体と

ト

なって実施する
普通

ロ

（

ナ感染症拡大防止の観

様

点から、来場しての申

式

告ではなく､
妥当性 　

２

べき事業であるか 郵送

）

での申告や、電子申告

会

の推進を行っていくこ

計

とも重要
・総合計画と

名

の整合性　など であり

担

、一概に利用者を増や

当

すべきとの認識はない

部

。

　新型コロナ感染症

総

対策事業として必要で

務

あるとともに、

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

一

い
待ち時間の短縮によ

般

る市民サービスの向上

会

にもつながって
・目標

計

達成度 いる。また、Ｄ

申

Ｘ事業の一環でもあり

告

、窓口業務等におけ
貢

受

献度 ・市民サービスへ

付

の効果　など る電子的

予

予約については、他課

約

においても有効となり

シ

うる
汎用性の高い事業

ス

である。

今後の方向性

テ

□拡充　■現状維持　

ム

□改善・効率化　□縮

導

小　□終期設定　□休

入

止・廃止

　利用者の多

事

くから継続の声が聞か

業

れたことから、予約制

担

の効果が確認できた。

当

また、実績から予約方

課

法として、電
話予約と

税

インターネット予約と

務

選択肢が必要であるこ

課

とも確認することがで

款

きたため、事前予約制

項

度としては、同様
の内

目

容で継続していくべき

担

である。今後は、初年

当

度の実績を基に無理や

係

無駄がでないよう、市

市

側での受付体制を見直

民

す必要がある。

税係

2 2
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∨



7 43,982 39,706 43,800 43,200
指標 委託件数（件）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 87,500 59,203 57,675 104,912 合計 57,675,341 円
報酬 8,497,927 円

財
　
源

特定財源 2 4 3 2 職員手当等 739,120 円
旅費 168,090 円

一般財源 87,498 59,199 57,672 104,910 需用費 5,357,142 円
役務費 16,446,336 円

職員人件費　② 21,218 22,100 22,864 27,158 委託料 24,812,079 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 108,718 81,303 80,539 132,070 交付金 1,654,647 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 原動機付自転車標識再交付

Ｄ

弁
償金、リサイクル品

　

売却収入

５年度以降の

　

事業費見込 0

　
Ｏ
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施
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令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

４

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 行政経営
施策体

令

系
施策の内容 健全な財

和

政運営

目
　
　
　
的

　市

３

民税、固定資産税、軽

年

自動車税等の賦課

主
た

度

る
内
容

　各税目の課税

評

客体に応じ、必要な情

価

報を取
事務を適正かつ

）

効率的に遂行する。 得

刈

し、電算システムに当

谷

該情報を入力の上、
賦

市

課を決定し、納税通知

事

書を送付する。

位
置
づ

務

け

関連計画  

根拠法令

事

地方税法、刈谷市税条

業

例、刈谷市都市計画税

評

条例

対象者 納税義務者

価

事業期間 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

元年度実績

当

２年度実績 ３年度実績

部

４年度計画

・各税納付

総

書、封筒等作成 ・各税

務

納付書、封筒等作成 ・

部

各税納付書、封筒等作

一

成 ・各税納付書、封筒

般

等作成
・データパンチ

会

委託 ・データパンチ委

計

託 ・データパンチ委託

賦

・データパンチ委託
・

課

標準宅地の鑑定評価 ・

事

標準宅地の鑑定評価 ・

務

標準宅地の鑑定評価 ・

事

標準宅地の鑑定評価

下

業

記のとおり適正な賦課

担

を実施した。

成果
課税

当

額  　　市民税  

課

     14,27

税

5,206千円   

務

  固定資産税   

課

15,970,004

款

千円 　　都市計画税

項

   2,906,3

目

75千円

      

担

    　軽自動車税

当

      322,

係

105千円     

税

たばこ税      

制

1,092,099千

係

円

課題

指標名称（単位

2

）
実績値 目標値

元年度

2

２年度 ３年度 ４年度 ６

2

年度

活動 個人住民税、固定資産税、軽自動車税納税通知書発 114,079 114,548 114,278 115,400 115,500
指標 送通数（通）
活動 個人住民税、固定資産税（償却資産）データパンチ 54,25



0
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 86,508 83,010 91,784 94,389 合計 91,783,705 円
需用費 463,320 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 74,246,414 円
使用料及び賃借料

一般財源 86,508 83,010 91,784 94,389 12,400,716 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 18,522 19,935 21,159 18,635 交付金 4,673,255 円

総事業費（①＋②） 105,030 102,945 112,943 113,024

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 健全な財政運営

目

３

　
　
　
的

　電算システ

年

ムの利用により、課税

度

計算を迅

主
た
る
内
容

　

評

電算システム機器を借

価

上げ、電算システム
速

）

かつ正確に実行すると

刈

ともに、税情報を適 の

谷

保守管理を行う。
切に

市

管理する。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 地方

務

税法、刈谷市税条例、

事

刈谷市都市計画税条例

業

対象者 納税義務者 事業

評

期間 平成１５年度 ～

実

価

施方法 □直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

担

年度実績 ２年度実績 ３

当

年度実績 ４年度計画

・

部

保守管理 ・保守管理 ・

総

保守管理 ・保守管理
・

務

市民税システムマイナ

部

ン　 ・市民税システム

一

マイナン　 ・市民税シ

般

ステムマイナン　 ・市

会

民税システムマイナン

計

　
　バー改修等 　バー

賦

改修等 　バー改修等 　

課

バー改修等

下記の納税

事

義務者及び課税対象物

務

件のデータをシステム

シ

で適正に管理するとと

ス

もに、適切な賦課事務

テ

を遂行できた。

成果
賦

ム

課件数 

　市民税　　

管

　個人： 84,45

理

2人　 法人： 3,

事

814法人、　軽自動

業

車税　42,085台

担

　固定資産税　土地：

当

109,487筆  

課

 家屋：51,806

税

棟、　　都市計画税　

務

土地：59,696筆

課

   家屋：45,6

款

09棟

課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

元

目

年度 ２年度 ３年度 ４年

担

度 ６年度

活動 個人住民

当

税（当初課税）及び法

係

人市民税エルタック 1

税

46,737 142,

制

467 158,755

係

160,000 165

2

,000
指標 ス課税件

2

数（件）
活動 固定資産

2

税（償却資産）電子申告件数（件） 1,991 2,115 2,502 2,600 2,70


